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総評  

住総研ではこれまでの研究助成を 43 年間実施してきたが、

2016 年度より実践助成を追加した。これは、研究を実践す

るための活動も助成の対象とするものである。これを受け、

今回で第 46 号となる『住総研 研究論文集・実践研究報告集』

では、18 編の研究論文と 9 編の実践研究報告の計 27 編を掲

載している。内訳は、①2018 年度に助成をうけた 23 編のう

ち、主査からの期間延長申請があり研究運営委員会で認めた

4 編を除く 19 編と、②住総研創立 70 年記念として実施した

「選奨報奨枠」（有期：昨年（2019 年）1 月末締切の「研究･

実践助成」に応募された方で終了）の第 1 回分 1 編と第 2 回

分 2 編に加え、③2017 年度及び 2016 年度の研究助成のうち

主査からの期間延長申請があり研究運営委員会で認めた

2017 年度分 4 編と 2016 年度分 1 編である。また、④第 43
号『住総研 研究論文集』に掲載された研究論文 1 編の修正

版を掲載した。なお、今回掲載された論文等のうち、2018
年度重点テーマ｢おとなのための住まい学｣に係わるものは 2
編であった。

 この研究論文・実践研究報告評（以下、評）は、審査に先

だって、主担当委員及び副担当委員が原案を作成し、研究運

営委員会で、1編ずつ主担当委員及び副担当委員から説明の

後、全員で内容を議論し、その意見も踏まえながら加筆修正

を加えながら作成している。全委員の意見が取り入れられた

評は、各主査に返送される。評に関して主査から質疑が寄せ

られた場合は、主担当委員並びに副担当委員が再度検討し必

要に応じて修正する道筋も確保されている。また、主査に対

して、評で補筆や部分的な修正が求められた場合には、新た

な修正原稿を提出する必要がある。主担当委員並びに副担当

委員は、修正原稿の内容を確認するとともに、『住総研 研

究論文集･実践研究報告集』への掲載の可否についても再度

検討し、研究運営委員会で最終判断を行うことになる。この

システムは、独自の査読論文システムといえるものであるが、

この評が研究論文・実践研究報告集と合わせて掲載されるの

も本財団の独自の仕組みであり、それぞれの研究や実践活動

がより発展させられることを期待して本助成の初期から採

用されている。こうした、研究論文・実践研究報告の、綿密

な審査の仕組みにより住総研の論文は高い評価を得て、多く

の大学で審査付き論文として扱われている。 

今年度の査読を通していえることは、住環境の改善、居住

政策、障がい者・高齢者の課題、震災復興、居住文化、住教

育などに関わって、地域の住生活の改善のための諸課題に真

摯に取り組んだ、熱意溢れる研究論文が多かった点である。

研究手法は、実験、資料調査、アンケ－トやインタビュ－、

フィールドワークなど多様であるが、自ら地域に入って研究

を行うスタイルが目立った。また歴史資料の研究には、これ

まであまり着目されてこなかった歴史的事実を検証する研

究もあり、学術的に興味深いとの評価を得た。各研究の主

査・委員の研究への労をねぎらいたい。 

その一方で、助成申請時の研究計画に書かれた研究方法等

が十分に反映されなかったり、踏み込んだ分析にいたらず、

研究目標に到達したと言い難い論文もあった。本助成研究は、

中間段階での報告に対し、研究運営委員会から助言を受ける

システムがあるので、見直しを図ってほしかった。 

実践研究報告は住総研独自の助成制度で、一般的な科学研

究助成とは異なり、学術的研究を伴う試行中もしくは運営中

の実践活動を対象としたものである。実践活動の性格上、当

初の計画どおりに進まなかった事例も見られたが、各地域の

課題に対応した、社会貢献度の高い実践活動が多数行われた

ことが実践活動報告で確認することができた。本財団の助成

によって、住生活の向上につながる実践研究活動が各地で展

開されたことは、研究運営委員会にとっても大きな喜びであ

る。実践研究活動で得られた貴重な知見をもとに、さらに次

のステップへの発展を期待したい。

 今年度は下記の３編が「研究･実践選奨」に、また一昨年

度から設けられた「研究･実践選奨 奨励賞」として２編が選

出された。最後まで選奨候補として残る力作の論文があり、

議論が尽くされたが、今年度は質の高い優れた実践研究が多

かったことから、実践研究４編が選ばれる結果となった。

「研究･実践選奨」として選出された論文は、貴重な知見

に溢れ、論理の枠組がしっかりしており、今後の展開可能性

を秘めたものとして高い評価がなされた。また「研究･実践

選奨 奨励賞」に選出された論文は、研究・実践選奨には及

ばないものの、地域での課題解決のための取り組みと知見に

対して、若手実践者としての今後のさらなる発展の可能性が

高く評価された。

受賞された主査・委員の今後の一層の活躍と研究・実践活

動の発展を期待したい。

「住総研 研究･実践選奨」 受賞論文 

（※受賞論文の評は、「住総研 研究･実践選奨」および「住総研 研 

究･実践選奨 奨励賞」受賞評を参照） 

No.1818 寒冷地における性能向上リフォームの適用拡大に向けた研究 
主査  森 太郎             （研究／自由テーマ） 
委員  岩間 雄介、工藤 和樹

No.1823 備後中継表の織機再生と製織技術継承（実践／自由テーマ） 

主査 佐藤 圭一

委員 中嶋 健明

No.1824 地域善隣版モクチンメソッドの開発・実装 
―生活困窮者の住まいの質的改善を目指して― （実践／自由テーマ） 
  主査  園田 眞理子

委員  連 勇太朗、川瀬 英嗣

「住総研 研究･実践選奨 奨励賞」 受賞論文  
No.1820 高校生と商店街の協働による地域再考と商店街活性化のた

めの取組 （実践／重点テーマ） 
  主査  森田 直之

委員  廣瀬 公一郎

No.1826 蒸暑地域の住まいにおける「外皮」概念の再編と沖縄モデ

ルの提示 （実践／自由テーマ） 
  主査  松田 まり子

委員  伊志嶺 敏子、清水 肇、中本 清、平良 啓、金城 優

 

研究・実践助成 
選考基準および研究成果の評価等について 

 
 

 （一財）住総研の「研究・実践助成」は、住関連分野における研究の発展や研究者・実践者の育成 
及び支援の観点から、将来の「住生活の向上」に役立つ内容で、学術的に質が高く、社会的要請の 
強い又は先見性や発展性等が期待できる「研究」・｢実践研究活動｣に対して助成します。 
      
１．選考基準・方法                                              

１）選考基準 
目的・課題の設定が明確で、研究として一定の水準に達すること、新たな知見が存在すること、 
が期待され、かつ以下の一つ以上の項目に該当すると判断されるものとします。 

1)学術的に質の高い研究成果。 
2)公益性を有し、社会的要請が高い課題への取組み。 
3)先見性・独創性に富み、将来の発展性が期待できる課題への取組み。 
4)社会的な実用性の向上に貢献する事が期待できる取組み。 
5)将来の成長が期待できる若手研究者による取組み。 

２）選考方法 
都市計画、建築計画、建築史、住居学、建築経済、環境、構工法などの、住に関わる多様な専門 
分野の研究者で構成された選考委員会（研究運営委員会）の中で主担当・副担当を選任し選考を 
行い、委員合議の上、採否を決定します。 
 

２．研究成果の評価等                                            
１）評価と公開 

提出された研究論文は、選考委員会（研究運営委員会）で査読し、主担当・副担当が作成した研 
究評をもとに、委員が合議して、評価をとりまとめます。 
なお、これらの研究評は、研究論文とともに『住総研 研究論文集・実践研究報告集』に掲載します。 
但し、評価段階で期待した成果に不十分であると判断した場合は、その年度の『住総研 研究論 
文集・実践研究報告集』には不掲載とし、次年度以降に再提出を求めることがあります。 

２）住総研「研究･実践選奨」及び「研究･実践選奨 奨励賞」 
『住総研 研究論文集・実践研究報告集』に掲載する論文の中から、明確な問題意識、学問領域 
を超えた多彩なメンバーによる研究チーム構成、具体的で豊富な調査、新しい事実の発見、研究 
成果の発展的広がりなどに優れたものを住総研「研究・実践選奨」（毎年2～3編）及び「研究･実践 
選奨 奨励賞」として選出します。 
また、発表の機会を設けると共に、当財団ホームページ上で、受賞者リストと成果発表動画等を 
公開します。 

      ３）助成拡大枠（新設/有期） ＊住総研創立70年記念事業の一環として実施 
従来の研究・実践助成枠の採択数を3件程度拡大します。 
なお、助成拡大枠は2021年度研究･実践助成募集で終了予定です。 
 

選考委員会（研究運営委員会）（2019年度） (委員五十音順)                           
委員長  碓田 智子（大阪教育大学 教育学部教養学科 教授） 
委 員   秋元 孝之（芝浦工業大学 建築学部 建築学科 教授） 

岡部 明子（東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授） 
蟹澤 宏剛（芝浦工業大学 建築学部 建築学科 教授） 
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